
厚木市指定学校変更承認要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、学校教育法施行令（昭和 28 年政令第 340 号）第８条の規定に

基づき、同令第５条第２項の規定により厚木市教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）が就学を指定した学校以外の厚木市立の小学校又は中学校に就学すること

（以下「指定学校の変更」という。）について、必要な事項を定める。 
（用語の意義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 
(１) 指定学校 学校教育法施行令第５条第２項の規定により、教育委員会が指定                
した小学校又は中学校をいう。 

(２) 保護者 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 16 条に規定する保護者をい

う。ただし、保護者がいない場合又は所在が不明な場合には、教育委員会が認め

た者をいう。 
(３) 児童生徒等 小学校又は中学校に在籍している者及び翌年度に小学校又は中

学校に就学する者をいう。 
（指定学校変更の要件等） 

第３条 指定学校変更の要件等は、別表のとおりとする。ただし、通学区域の再編に 
より、特例措置がある場合は、別表の限りではない。 

（指定学校変更申立て） 
第４条 保護者は、児童生徒等を指定学校に就学させることが、保護者又は児童生徒

等に過重な負担となるときは、その理由を記した指定学校変更承認申立書に別表に

掲げる必要書類等を添付して、教育委員会に指定学校の変更を申し立てることがで

きる。 
２ 前項の場合において、教育委員会は、必要と認めるときは、保護者に対し別表に

掲げる必要書類等以外の書類等の提出を求めることができる。 
（変更承認） 
第５条 教育委員会は、前条の規定による申立てを受けた場合において、申立内容が

別表に掲げる要件を満たし、指定学校の変更が必要と判断したときは、承認するも

のとする。この場合において、教育委員会は、文書で保護者に通知するものとする。 
２ 前項の場合において、教育委員会は、必要と認めるときは、関係する学校の校長

その他の者から意見を聞き、又は意見書の提出を求めることができる。 
３ 教育委員会は、第 1 項の承認をする場合において、条件を付すことができる。 
４ 教育委員会は、第 1 項の承認をした場合は、児童生徒等が就学することとなる学

校の校長に文書で通知をしなければならない。 
（変更の不承認） 
第６条 前条第 1 項の規定にかかわらず、教育委員会は、保護者から第４条第１項の

規定による申立てを受けた場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、

指定学校の変更の承認をしないことができる。 
(１) 児童生徒等の通学上の安全が確保できないと認められるとき。 
(２) 災害の発生及び児童生徒等の病気、怪我その他の緊急時に、学校と保護者との



連絡が困難と認められるとき。 
(３) その他特別の事情により、就学を希望する学校への就学が困難なとき。 

２ 教育委員会は、前項の規定により指定学校の変更を承認しないときは、保護者に

文書で通知しなければならない。 
（承認の取消し） 
第７条 教育委員会は、第５条第１項の規定により指定学校の変更を承認した後にお

いて、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該承認を取り消すことができる。 
(１) 保護者が虚偽の申立てをしたことが判明したとき。 
(２) 保護者が教育委員会の付した条件を履行しないとき。 
(３) その他特別の事情により、就学を希望する学校への就学が困難になったとき。 

２ 教育委員会は、前項の規定に基づき承認を取り消したときは、保護者及び児童生

徒等が就学する学校の校長に文書で通知しなければならない。 
３ 第１項の規定により、指定学校の変更の承認を取り消された保護者は、速やかに

（新入学児童生徒の場合は、４月１日までに）教育委員会が指定した学校に児童生

徒等を就学させなければならない。 
（適用除外） 
第８条 この要綱は、特別支援学級に在籍する児童生徒等及び学校教育法施行令第９

条の規定による区域外就学により市外から厚木市立の小学校又は中学校に就学す

る児童生徒等には、適用しない。 
 

附 則 
１ この要綱は、平成 11 年３月１日から施行する。 
２ 厚木市指定学校変更要綱（平成 2 年 7 月 17 日施行）は廃止する。 
３ この要綱の施行前に、指定学校変更を承認されているものについては、その期 
間満了までその効力を有する。 

４ この要綱の施行前に指定学校変更を承認されている保護者が、期間満了後に継

続の指定学校変更の申立てをした場合には、この要綱の施行した後に原因が生じ

たものとみなしてこの要綱を適用する。  
附 則 

この要綱は、平成 20 年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成 23 年３月１日から施行する。 
附 則 

１ この要綱は、平成 27 年 10 月１日から施行する。 
２ この要綱による改正後の別表の規定は、平成 28 年度に就学する者に係る第４条 
１項の規定による申立て（以下「申立て」という。）について適用し、平成 28 年

３月 31 日までに就学する者に係る申立てについては、なお従前の例による。 
３ 前項の規定にかかわらず、平成 28 年３月 31 日までに改正前の厚木市指定学校

変更承認要綱の規定により変更承認を受けた児童の指定学校（中学校に限る。）の

変更の申立てについては、改正前の別表の７の項③の規定は、なおその効力を有

する。 



附 則 
この要綱は、令和６年３月 15 日から施行する。 

 
別表（第３条関係） 
 指定学校変更の要件 対象学年 承認期間 必要書類等 
１ 転居 転居した後も継続して在籍

していた学校に就学を希望

する場合 

小・中全学年 学 年 末 ま

で 
指 定 学 校

の 学 区 に

隣 接 す る

学 校 は 卒

業まで 

注意事項確認書 

２ 転居予定 転居が確実で、学期当初から

転居予定地の学校に就学を

希望する場合 

小・中全学年 転 居 予 定

日まで 
住所異動の予定

を証する書面 
注意事項確認書 

３ 留守家庭 保護者の勤務状況等により、

児童生徒等を監護できない

理由で、監護者が居住する地

域の学校に就学を希望する

場合 

小学生 卒業まで 保護者の就労証

明書 
第三者の監護者

証明書 
注意事項確認書 

４ 一時的 
転居 

住宅の新築、改築、購入、賃

借等に伴う転居又は親族の

病気等による一時的な住所

移転のため従前の学校に就

学を希望する場合 

小・中全学年 必 要 と 認

め ら れ る

期間 

状況を証明でき

る書類 
注意事項確認書 

５ 身体の 
理由 

児童生徒等の身体的理由に

より、指定校以外の学校に就

学を希望する場合 

小・中全学年 卒業まで 診断書又は主治

医の意見書 
注意事項確認書 

６ 教育的 
配慮 

①いじめ、不登校などにより

就学指定校の変更を希望す

る場合 

小・中全学年 卒業まで 注意事項確認書 

②指定学校よりも著しく距

離的に近い（おおよそ２分の

１以下）学校に就学を希望す

る場合 

小学生 卒業まで 注意事項確認書 

③同一小学校で進学する中

学校区が 2 つ以上に分かれ

ている場合で、殆どの児童が

進学する中学校に少数の児

童が就学を希望する場合 

1 年生 卒業まで 注意事項確認書 

④その他特別な教育的な配

慮が必要で指定学校以外の

学校に就学を希望する場合 

小・中全学年 必 要 と 認

め ら れ る

期間 

注意事項確認書 

 


